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研究成果の概要（和文）：　地域貿易協定への人々の態度を左右する要因は何か。従来、人々の貿易政策への態
度を左右するのは、経済的要因だと考えられてきた。だが、オンライン調査実験を用いた研究の結果、人々は国
家安全保障への影響をも考慮した上で、地域貿易協定への態度を決めていることが明らかになった。
　また、たとえば核拡散のような社会現象は、様々な要因の組合せという複雑な因果関係により引き起こされて
いる。そのため、どの要因が相対的に重要な要因かではなく、どのような要因の組合せで社会現象が起こるかを
捉えようとする質的比較分析（QCA）という手法の有用性を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：　What determines people’s attitude toward regional trade agreements? Many 
existing studies have emphasized the influence of economic factors on their attitude. The present 
study employing an online survey experiment, however, showed that people decide their attitude 
toward regional trade agreements taking not only economic factors but also national security factor 
into consideration. 
  The present study also shows that social phenomena such as nuclear proliferation are caused by 
complex causation, combinations of multiple conditions. The study demonstrates that Qualitative 
Comparative Analysis (QCA) is a powerful method which tries to grasp what combinations of factors 
cause a social phenomenon rather than which factor is a relatively important determinant.

研究分野： 国際関係論

キーワード： 貿易政策　質的比較分析

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　地域貿易協定のような貿易政策について考える際、たとえ民意というものを踏まえた場合であっても、（既存
研究のように）経済的要因だけを考慮していては不十分なことが明らかになった。安全保障面で対立的な関係に
ある国との貿易協定に、人々は相対的に否定的な態度を示すからである。このことは、経済的な関係を高めるこ
とで、安全保障関係を改善するという道筋が容易ではないことをも示唆する点で、社会的意義を有すると思われ
る。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

(1) 自由貿易協定の増大に顕著にみられたように、諸国が競うように貿易自由化を進めていた。
その背景には、貿易政策に関する既存研究が着目してきた国内要因のみならず、国際的要因が
あるのではないか。なかでも、経済のグローバル化という国際的要因が、諸国の政策選択を狭
めているのではないかとの問題意識があった。そこで、経済のグローバル化をはじめとする国
際的要因が、貿易政策に与える影響を分析することを考えた。 

 

(2) 貿易政策を左右する要因を明らかにしようとする際、既存研究が主に用いてきたのは、計
量的手法であった。貿易政策に影響を与える要因には様々なものが考えられるが、計量的手法
はそれらの要因が他の要因とは独立に影響を与えると想定することになりがちである。だが、
経済のグローバル化が貿易政策に影響を与えるか否かは、その国の政治制度や国内政治状況（政
権政党は右派政党か左派政党かなど）といった他の要因との組合せ次第の可能性がある。つま
り、グローバル化の影響と政治制度の影響とは、独立ではない可能性がある。このような意味
で複雑な因果関係を的確に捉えるために、質的比較分析（QCA）という手法を使って分析を行
うことを考えた。 

 

２．研究の目的 

(1) 諸国の貿易政策を左右する要因は何か。諸国が貿易自由化を進めてきた背景には、経済の
グローバル化という国際要因があるのではないか。ただし、この経済のグローバル化が貿易政
策に影響を与えるか否かは、当該国の国内政治制度や政治状況との組合せ次第ではないか。こ
のような経済のグローバル化という国際的要因と、国内政治制度や政治状況といった国内要因
との間でのどのような組合せが、どのような貿易政策をもたらすのか。このようなことを明ら
かにすることを目的とした。 

 

(2) 政策選択が困難になってきているということは、すなわち選挙などを通じた国民の選択が
貿易政策に反映されなくなってきていることを示唆する。このような、国民の意思と政府によ
る政策選択との関係を明らかにすることも目的とした。 

 

(3) 上述の複数要因による組合せの効果を明らかにする際、質的比較分析（QCA）という手法
の有用性を明らかにすることも目的とした。さらに、この手法は近年方法論的発展が著しく、
様々な手法・モデルが開発されてきている。とはいえ、たとえば、どのモデルがどのような現
象を捉えるのに最適なのかといった論点は十分に議論されていない。このような方法論的な議
論も展開することで、貿易政策や国際政治に関する分析を精緻なものとすることを目的とした。 

 

３．研究の方法 

(1) アメリカでのトランプ政権に伴う貿易政策の大きな変化（保護主義的政策への転換）やイ
ギリスの欧州連合（EU）離脱をめぐる動きなど、貿易をめぐる国際秩序は本研究課題の申請時
から大きく変化した。さらには、世界貿易機関（WTO）での交渉停滞や紛争処理メカニズムの機
能停止が目前に控える中、貿易をめぐる政策選択は「貿易自由化か否か」よりも「地域貿易協
定に入るか否か」に移行したと言える。そのため、本研究の問いを、（貿易自由化ではなく）地
域貿易協定への態度を左右する要因は何かという問いに再設定した。また、貿易に対する態度
に影響を与える国際的要因として、経済のグローバル化に加えて、安全保障要因や地域貿易協
定に関する国際的動向の影響も考慮することとした。さらに、国民の意思と政府による政策選
択との関係を直接的に把握するために、政府の実際に採用した貿易政策ではなく、地域貿易協
定に対する一般国民の態度を分析対象とすることにした。 
 
(2) 本研究課題の問いへの答えを明らかにする具体的な方法として、オンライン調査実験とい
う方法を採用した。調査実験とは、回答者をランダムにグループ分けして、グループごとに異
なる条件を提示する方法である。異なる条件を提示されたことにより、人々が異なる態度を示
すかどうかを分析することで、どの条件が人々の態度を左右するかを明らかにするのである。
本研究課題の調査実験では、どのような国との地域貿易協定か、どのようなことを目的とする
地域貿易協定か、といった条件をグループごとに変えることで、どのような要因・条件が人々
の地域貿易協定に対する態度に影響するかを明らかにしようと試みた。この手法には２つのメ
リットがある。第１に、現実には（まだ）存在しない状況を提示することが可能になるため、
現実に起きたことに関するデータのみでは分析のしようのない要因の影響を探ることが出来る。
第 2に、原因と結果の関係について厳密な分析が可能になる。 
 
(3) 多くの社会現象は様々な要因の組合せによって生じていることが想定されるが、そのよう
な現象は、多くの既存研究が用いてきた計量的手法では捉えることが困難である。そのため、
質的比較分析（QCA）という手法によって、多くの社会現象が多様な要因の組合せで生じている
ことを明らかにすることには、重要な意義がある。本研究課題の申請時のこのような目的意識
に基づき、貿易政策を越えて、核兵器の拡散という社会現象を QCAによって分析した。さらに、
QCA に関連する様々なモデルのうち、いずれの手法がどのような社会現象の分析に適している



のかに関する分析も行った。 
 
４．研究成果 
(1) 貿易政策を左右する国際的要因は何か 
 日本の一般の人々に対して
オンライン調査実験を行い、そ
の結果を分析した。これにより、
地域貿易協定に対する人々の
態度を左右する要因として、以
下のようなことが明らかにな
った。 

第 1に、地域貿易協定が日本
の安全保障にプラスの影響を
与えると予測される場合、人々
は地域貿易協定への参加に賛
成する傾向にある。そして、安
全保障上日本の脅威となりう
る中国を相手とする場合より
も、安全保障上重要な協力パー
トナーであるアメリカを相手
とする場合の方が、安全保障の
側面を理由として、地域貿易協
定への参加に賛成する傾向に
ある（図１および図２参照）。 

第 2に、地域貿易協定が経済
的な利益増進を目的とする場
合や、経済的利益につながると
予測される場合には、人々は地
域貿易協定への参加に賛成す
る傾向にある。ただし、安全保
障要因とは異なり、経済的要因
を理由として、相手国によって
貿易協定への態度が異なると
いうことはない。 

第 3 に、「バスに乗り遅れる
な」という発想の下、国際的動
向への同調を是とすると考え
られがちな日本国民だが、地域
貿易協定に対する態度に関す
る限り、そのような傾向は見ら
れなかった。 
  
(2) 貿易政策と世論に関する先行研究との関係 
 貿易政策に関する世論の態度を左右する要因として、第一世代の先行研究は貿易の自由化が
個人の経済的利益にプラスか否かという基準を重視すると考えてきた。その後、経済的要因で
も、自分自身の個人的な利害を重視するいわゆるエゴセントリックな側面よりも、社会全体に
とっての経済的厚生といういわゆるソシオトロピックな側面を重視していることが明らかにさ
れてきた(Lü, Scheve & Slaughter 2012; Mansfield & Mutz 2009)。さらに、自民族中心主義
のような非経済的な側面が、人々の貿易政策に対する態度を左右する重要な側面であることが
示されてきた（Mansfield & Mutz 2009; Mayda & Rodrik 2005）。これに対して本稿は、安全保
障要因という非経済的でかつソシオトロピックな要因という、新たなカテゴリーの要因が重要
であることを示したことになる（表１参照）。 

貿易政策を左右する要因（表１）  

 エゴセントリックな要因 ソシオトロピックな要因 
経済的要因 第一世代の先行研究 近年の先行研究 
非経済的要因 近年の先行研究 【本研究課題】 

 
(3) 質的比較分析（QCA）による核拡散研究 
 核兵器を保有するに至る国と至らない国の違いは何か。先行研究はその要因として、当該国
が直面する安全保障上の脅威や同盟国の有無、核不拡散条約（NPT）の影響などを指摘してきた
（たとえば、Bleek & Lorber 2014; Jo & Gartzke 2007）。だが、いずれが重要な要因なのかに
ついて先行研究の間でコンセンサスがない状態が続いてきた。その一因は、先行研究が計量的
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手法を用いたことにあると考えられる。ある要因が核兵器保有に影響を与えるか否かは、実際
には他の要因次第であるにもかかわらず、そのような関係を計量的手法では的確に捉えられな
い可能性があるからである。QCA という手法を用いて分析を行った結果、先行研究群の指摘し
てきた要因群はいずれも核兵器の保有を左右すること、ただし各要因が核保有をもたらすか否
かは他の要因との組合せ次第であることが明らかになった。 
 
(4)質的比較分析（QCA）という方法論に関する研究  
 QCAは Ragin (1987) によって開発・提示された手法である。その際提示されたのが、いわゆ
る crisp-set QCAというものであった。その後、この crisp-set QCAを発展させた multi-value 
QCAや fuzzy-set QCA、さらに関連する手法として、Necessary Condition Analysis、Coincidence 
Analysis、Set-coincidence analysisなど多様な手法が開発されてきた。だが、各手法・モデ
ルは異なる目的や前提を背景としており、手法間にどのような関係があるのか、どのモデルが
どのような現象を捉えるのに最適なのかといった議論はなされてこなかった。すなわち、社会
現象の分析にあたっての手法・モデルの選択は、適切なものとなっていない可能性が高い。そ
こで、この問題を解消すべく、質的比較分析に関連する手法群を分ける目的や前提に関する主
要な軸を抽出して、手法間の布置を明示することで、QCAによる研究の精緻化を図った。 
 
(5) 今後の展開 

(1)と(2)については、国内外の学会大会（学会発表①②③）やセミナーで研究発表を行った。
その際、オーディエンスからは好意的な評価を受けており、発表で受けたコメントを踏まえて
加筆・修正を行った後、2019年度中には海外の学術雑誌に投稿を行う。また、本研究課題の問
題意識やリサーチ・デザインを発展させた形で、イタリアの研究者との国際共同調査を日欧で
実施することを予定している。 

(3)についても海外で研究発表を行い（学会発表④）、好意的な評価を得た。そこでのコメン
トを踏まえて加筆・修正したものを、既に海外の学術誌に投稿済みである。また、ここでの研
究成果を踏まえて、核兵器の拡散に関する一般国民の態度に関する調査実験を行うことで、研
究を発展させていく予定である。 

最後に、(4)についても海外の学会大会で研究発表を行い（学会発表⑤）、建設的なコメント
を受けた。海外の研究者との共著論文であり、現在加筆修正を進めている。2019年度中には海
外の学術雑誌に投稿する予定である。 
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